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~生成A1による生成・利用行為と著作権侵害~

第1 はじめに

I A1技術の進化に伴い、生成A1を利用してコン

テンッを生成するサービスを提供する事業者も増

加し、一般のユーザーも気軽に生成A1を利用する

場面が増えてきました。たとえ一般のユーザーで

あっても、そのようなサービスを利用してコンテ

ンツを生成・利用する場合には、他人の著作権を

Nと卸尉の最新動向

・(1)
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侵害しないよう注意する必要があります。しかし、

どのような場合に著作権侵害と判断ざれるおそれ

があるのか、既存の著作権法の枠組みでは明確で

ない部分も多く、今後の運用実態や裁判所による

判断がどのようになされるか、実務においても大

きな関心が寄せられています。
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( 2 )

2 生成Nと著作権の問題を検討する場合、rA1開

発・学習段階」と「生成・利用段階」に大別され

ます。「A1開発・学習段階」においては、薯作権

法(以下、法令を省略します。)第30条の4等の

権利制限規定がAI(学習済みモデル)作成等のた

めの著作物の利用行為に適用ざれる範囲等が検討

の対象となります。「生成・利用段階」では、 AI

による生成及びA1生成物の利用が既存の著作物を

侵害するのはどのような場合か、並びにA1生成物

が著作物といえるか等が検討の対象となります。

こうした諸問題のうち、本稿では、上記1で掲

げたように、 A1による生成及びA1生成物の利用

がどのような場合に薯作権侵害と判断されるおそ

れがあるのか不明確であるという観点から、 A1生

成物の利用が既存の著作物を侵害するのはどのよ

うな場合かという判断基準について、現行の行政

庁1の見解を整理し、特に依拠性について検討す

ることを目的とします。

令なお、本稿の用語は特段の断りがない限り、

和6年3月15日に文化審議会著作権分科会法制度

小委員会が策定した「A1と著作権に関する考え

方」(以下、「ぎえ方」といいます。)及び文化庁

著作権課が令和6年8月に策定した「A1と著作権

Ⅱ(解説・A北薯作権に関する考え方について)」

(以下、 rA1と著作権Ⅱ」といいます。)に従いま

す。

特許 ニ.
^ ス

年月日

R5,6

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜副

R6.1.23

~2.12

「A1と著作権」

rA1と著作権に関するぎえ方(素

案)令ネΠ6年1月給日時点版」(以
下、「考え方(素案)」)に対する
意見募集のお知らせ

公開資料

R6229

「『A1と著作権に対する考え方

について(素案)』に関するパ
プリックコメントの結果につい

て」(以下、「素案パプコメ結果」)

R63.15

作成行政庁

文化庁

著作権課

「A1と著作権に関する考え方」

R6.4.19

第2 行政庁の動向

1 行政庁の公開資料

生成A1と著作権に対する指針として、「考え方」

を始めとした資料がいくつも公開されており、い

ずれも文化庁のウェプサイト2に掲載されていま

す。これらは法的拘束力を持たないものの、行政

庁が策定した公式見解であり、実務における生成

Aル著作権の関係を考える上での重要な指針とな

ります。

これらの資料を時系列で整理すると、以下の表

のとおりです。なお、 A1事業者ガイドラインは

船務省、経済産業省が策定したため、掲載される

ウェブサイトが異なります3。

文化審議会

著作権
分科会

rA1事業者ガイドライン(第1.0
版)」(以下「A1事業者ガイドラ
イン」)

R6.5

rA1時代の知的財産権検討会
中間と"まとめ」(以下、「中間

とりまとめD

文化庁

著柞権課

R6.731

文化庁

著作権課

rA1と著作権に関するチェック

リスト&ガイダンス」(以下、rAI

と著作権チェッケリスト」)

R6.8

文化審議会

著作権分科

会法制度小
委員会

rA1と著作権Ⅱ(解説・ Nと著

作権に関する考え方について)」

令和5年6月に文化庁著作権課から「A1と著作

権」が公開されて以降、文化審議会著作権分科会

を中心とした各機関で審議が重ねられた結果、よ

り検討を深めた資料として「考え方.(素案)」が作

成されました。さらにこれに対するパブリックコ

メントが募集され、当該パブリックコメントの結

果(資料でいうと「素案パブコメ結果」)を踏まえ

て、昨年3月15日に「考え方」が策定されました。
4

そして、「考え方」の内容は「中問とりまとめ」

の著作権に関する部分に引用され、さらに「考え

方」の内容を簡潔にまとめた資料・として「A1と著

作権Ⅱ」が作成されました。また、「考え方」に示

唆ざれるA1事業者が講じるべき措置等に関するガ

イドライン5として「A1事業者ガイドライン」が

作成されており、その「A1事業者ガイドライン」

のうち、著作権関連に内容を絞0た資料が「A1と

著作権チェックリスト」になります。

そのため、行政庁は令和5年に「A1と薯作樹

を先行して指針として公表した後、令和6年に

「考え方(素案)」、「考え方」、「中間とりまとめ」、rAI

と著作権チェックリスト」、 rA1事業者ガイドライ

ン」及び「Nと著作権Ⅱ」を総じて同一の方針に

総務省、
経済産業省

A1時代の

知的財産権

検討会

文化庁

著作権課
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基dき作成しているといえます。

2 行政庁の見解

0)従来の判例における判断枠組み

どのような場合にA1生成物の利用が著作権侵

害となるのかを検討するにあたり、まずは従来

の判断枠組みを確認します。既存の判例6では、

対象となる作品に既存の著作物との類似性及び

依拠性が認められる場合には著作権侵害が成立

するとされてきました。

類似性とは、表現それ自体でない部分や表現

上の創作性がない部分について既存の著作物と

の同一性があるにとどまるものではなく、既存

の著作物の表現上の本質的な特徴を直接感得す

ることのできるものとされてぃます7。

裁判所は、上記類似性が認定できる場合に、

さらに、既存の著作物に接する機会があったの

か、既存の著作物と対象作品の同一性の高さ等

を考慮要素として依拠性を認定8し、侵害の成

否を判断しています。もっとも、依拠性につぃ

て正面から定義した判例は存在しないため、コ

ンメンタールには以下0)ように記載されてぃま

す。

特許 ユ、 ス

タール 1 [第2版]

帥15年) 262頁)

令和7年(2025年) 4月4 E (金曜田( 3 )

(2)「A1と著作権」における記載

どのような場合にA1生成物の利用が著作権侵

害となるのかについて、「A1と著作権」では類

似性について以下のように記載されており、こ

れは上記(1)における従来の判例と同様の判

断枠組みであることが分かります。

1条~25条』(勁草書房

依拠性の意味については、①「他人の著作物に

接し、それを自己の作品の中に用いること」と

する説、②「既存の表現等を利用する意思」を

いうとする説、③「他人の著作物を白己の作品

へ利用する事実」で足りるとする説、また④「既

存の薯作物の表現内容の認識」と「その自己の

作品への利用の意思」であるとする説などがあ

る。いずれの見解に立ったとしても、たまたま

内容において同一または類似した作品が複数現

れたものの、それらの作品がまったく独自に作

成されたものであるときは「依拠」の要件を満

たさず、したがって複製権侵害は成立しないと

いうことになる。そして,既存の著作物の存在

を知らなかったことに過失がある場合であ0て

も、既存の著作物の存在を知らない以士.これ売

利用したことにはならず、依拠性は否定され複

製権侵害は成立しない。

(半田正夫・松田政行編『著作権法コンメン

・「既存の他人の著作物と同一、又は類似して

いる」←類似性がある)というためには、他

人の著作物の「表現上の本質的な特徴を直接

感得できることJが必要とされてぃます。

(17頁)

・ A1を利用して画像等を生成した場合でも、著

作権侵害となるか否かは、人がA1を利用せず

絵を描いた場合などの、通常の場合と同様に

判断されます。

・つ「類似性」及び「依拠性」による判断

(43頁)

・ A1生成物の場合も、「類似性」については、

A1を利用せず制作されたコンテンッと同様に

判断※されると老えられます。

※「創作的表現」が共通してぃることが必要で

あり、アイデア(作風・画風など)のような

表現でない都分、又は創作性がない部分が共

通するにとどまる場合は、類似性は否定

(48頁)

一方で、依拠性については、町依拠』とは、『既

存の作品に接Lて、それを自己の作品の中に用

いるこ U をいうとされています。」(19頁)と

定義して上記(1)における①説を採用し0つ

も、その判断枠組みに0いては以下のような問

題提起をするに留まり、統一的な見解を示すに

至っていません。

元の著作物がA1の学習に用いられてぃれば、

依拠性を認めてよいのではないか

A1生成物が、学習に用いられた元の著作物の

二



( 4 )

表現と類似していれば、依拠性ありと推定し

てよいのではないか(その後はA1利用者9の

側が、元の著作物がA1生成物の作成に寄与し

てぃないことを立証すべ封

・「A1利用者自身の独白創作であること」に加

えて、rA珀体が学習対象の著作物をそのま

ま出力するような状態になっていないこと

(A1の独白作成であること)」の両方がいえな

い限りは依拠性ありと考えるべきではないか

・ A1生成物の場合、独自に創作したものである、

という反論についてはどう老えるべきか

(開頁)

・N利用著が既存の著作物を認識しており、

Nを利用してこれに類似したものを生成させ

た場合は、依拠性が認められると考えてよい

のではないか

A1利用者が、 lmage to lmage (i2D で既存

著作物を入力した場合は、依拠性が認められ

ると考えてよいのではないか

・特定のクリエイターの作品を集中的に学習さ

せたA1を用いた場合と、そのような集中的な

学習を行っていないA1を用いた場合とで、依

拠性の考え方に違いは生じるか

特許 'エ ス

A1利用者が謡存の
笥乍物を認識して1,、大か

詔箕していない

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜日)

(器~剥頁)

ニ^していた

既存の茜作物を
A1岸習に用いていたか

(rNと著作権劃 36頁)

この図によれば、まず、 A1利用者が既存の著

作物を認識Lていたと認められるか否かが分岐

となるようですが、この点については以下のよう

に記載されています。

用いていない

用いていた

行政庁は「A1と著作権」において、依拠性に

つぃては統一的な見解ではなく今後、考え方を

整理し周知を進めていくという姿勢を示してい

ることから、行政庁の見解を知るためには、後

続となる「考え方」や「A1と著作権Ⅱ」ではど

のように考え方が整理されているかを確認する

必要があります。

① A1利用者が既存の著作物を認識していたと

認められる場合

J 生成A1を利用した場合であっても、 A1利用

者が既存の著作物(その表現内容)を認識し

ており、生成A1を利用して当該著作物の創作

的表現を有するものを生成させた場合は、依

拠性が認められ、 A1利用者による著作権侵害

が成立すると考えられる。

(例) lmageto lmage (画像を生成A1に指示と

して入力し、生成物として画像を得る行

為)のように、既存の著作物そのものを入

力する場合や、既存の著作物の題号など

の特定の固有名詞を入力する場合

ψこ0)点に関して、既存の判伊」・裁判例におい

ては、被疑侵害者の既存著作物へのアクセス

可能性、すなわち既存の著作物に接する機会

があったことや、類似性程度の高ざ等の聞接事

実により、被疑侵害者が既存の著作物の表現

内容を認識していたことが推認されてきた。

/このような既存の判例・裁判例を踏まえる

と、生成A1が利用された場合であっても、権

利者としては、被疑侵害者において既存著作

物へのアクセス可能性があ0たことや、生成

物に既存著作物との高度な類似性があること

等を立証すれば、依拠性があるとの推認、を得

ることができると老えられる。

饗門

1

(3)「考え方」、「A1と著作権Ⅱ」における記載

ど0)ような場合にA1生成物の利用が著作権侵

害となるのかについて、類似性に関Lては「AI

と著作権」と同様の考え方が「考え方」や「AI

と著作権Ⅱ」でも引き継がれています1゜。

さらに依拠性についても、「A1と著作権」と

は異なり、判断枠組みが示されています。大枠

としては以下のように整理されています。

(49頁)

同記載から、「ぎえ方」では、生成A1が利用

された場合における被疑侵害者において既存の
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著作物へのアクセス可能性←既存の著作物に

接する機会)があったことや、生成物に既存の

著作物との高度な類似性があること等Ⅱを、従

来の判例におけるぎ慮要素である既存の著作物

に接する機会があったことや類似牲程度の高さ

等と祠列に扱って評価しているといえます。し

たが0て、ここでは、従来の判例と近い判断枠

組みが採用されているといえます。この枠組み

に従って判断Lた結果、 A1利用者が既存の著作

物を認識していたといえる場合には、依拠性が

あると認定されるというのが「考え方」の示す

見解です。

上記枠組みに従って判断したところ、 A1利用

者が既存の著作物を認識していたとは認められ

ない場合には、 A1利用者が利用した生成Nが、

既存の薯作物を学習に用いていたかが次の分岐

となります。この点については以下のように記載

されています(下線は著者が追加したものです。)。

特許 'エ
^ ス 令和 7年(2025年) 4月4日(金曜日)( 5 )

ることにより、当該生成A1の開発・学習段階

で既の著作物を学習してぃた場合であ0て

も、依拠性がないと判断される場合はあり得

ると考えられる46。

脚往45:具体的には、学習に用いられた著作

物と創作的表現が共通した生成物が出力さ

れないよう出力段階においてフィルタリン

グを行う措置が取られている場合や、当該

生成A1の全体の仕組み等に基づき、学習に

用いられた薯作物の創作的表現が生成・利

用段階において生成されないことが合理的

に説明可能な場合などが想定される。

脚注46:この点に関しては、開発・学習段階

において学習に用いられた著作物をA1が過

去に学習した以上、このような措置が取ら

れていたとしても依拠性は否定されす、 AI

利用者の過失が否定されるにとどまる、と

いった意見があった。

/なお、生成A1の開発・学習段階で既存の著

作物を学習していた場合において、 N利用者

が著作権侵害を問われた場合、後掲(2)キ

のとおり、当該生成A1を開発した事業者にお

いても、著作権侵害の規範的な主体として責

任を負う場合があることについては留意が必

要である。

② A1利用名が既存の著作物を認識していな

かったが、 A1学習データに当該著作物が含ま

れる場合

〆 A1利用者が既存の著作物(その表現内容)

を認識していなかったが、当該生成A1の開

発・学習段階で当該著作物を学習していた場

合に0いては、客観的に当該薯作物へのアク

セスがあったと認められることから、当該生

成A1を利用し、当暑亥薯物に類似した生成物

が生成され力場合は、通常、依拠性があった

t豆忍され、 A1手1

J ただし、当該生成Nについて、開発・学

習段階において学習に用いられた著作物の創

作的表現が、生成・利用段階において生成さ

れることはないといえるような状態が技術的

に担保されてぃるといえる場合好、あり得る。

このような状態が技術的に担保されているこ

ると えられる

・による

と等の事情から、当該生成A1において、必習

に用いられた著作物の創作的表現が、生成

1侵害にな

利用段階において出力される状態となってぃ

ないと法的に評価できる場合には、 N 蝿者

において当該評価を基礎づける情を主

一見、侵害が疑われる作品を制作した本人に

こでは「A1利用者」がこれに該当します。)が既

存の著作物(その表現内容)を認識していないの

であれば依拠性は認、められないようにも思えま

す。しかし、 N利用者が道具12として利用する生

成A1の学習データに当該既存の著作物が含まれ

ている場合は、 A1利用者の認識がどうであろう

と、客観的に当該既存の著作物へのアクセスが

あ0た←接する機会があった)と認定できるた

め、依拠性が推認されることが通常であるという

のが、「ぎえ方」の示す見解です。もっとも、こ

の見解は、技術的な担保によって当該生成A1に

おいて、学習に用いられた著作物の創作的表現

が、生成・利用段階において出力される状態と

な0ていないと法的に評価できる場合には、依拠

(34頁)

二
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性がないと判断ざれることがあり得ると、してお

り、一定程度のA1利用者への配慮が見られます。

この見解に対し、生成A1を利用して生成物

を生成・利用し得る立場からは「A1学習用デー

タに著作物が含まれる場合には、それをもって

依拠性が通常推認、されるという整理については、

本来具体的な技術を前提として裁判所で決定さ

れる事柄であり、現状の記載のような明確にす

ぎる記載方法には違和感がある」13、 rA1利用

者は、通常、開発・学習段階に特定の著作物が

学習されていたか否かを把握することは困難な

場合が多いと思われ、学習されていることを

も。て当然に、当該生成A1を用いてA1生成物

を生成・利用するA1利用者が依拠性に基づく薯

作権侵害を負うとする整理は疑問である」Mと

いった否定的な意見が見受けられました。他方

で、 A1の産業活用を促進する立場からは、依拠

性が通常推認ざれる点について異論はないとい

う意見帰もあったようです。ただし、このよう

に依拠性の通常推認を認、める立場からも、依拠

枇が認められないと判断され得る技術的な例示

を示すべきだ16との意見がありました。

このような「考え方(素案)」に寄せられた意

見を踏まえて「考え方」が策定されたわけですが、

依拠性の通常推認については変更のないまま公

表されてぃます17。もっとも、依拠性が認めら

れないと判断され得る技術的な例示については、

脚注妬が追記され、「生成Nについて、開発・学

習段階において学習に用いられた著作物の創H乍

的表現が、生成・利用段階において生成される

ことはないといえるような状態が技術的に担保さ

れてぃるといえる場合」が具体的にどのような場

合を想定してぃるのかが明記されるという、意見

を踏まえた修正が行われています。なお、このよ

うな技術的な担保は依拠性の認定ではなく過失

において考憲ざれるべき事情であるとの意見が

脚注妬に記載されていますが、仮に過失の問題

とすると著作権侵害白体は成立することとなる力

め、侵害に対する措置として差止請求は可能18と

なるという違いが生じることになります。

ここで示されている判断枠組みはA1の学習段

階という特殊性をぎ慮したものであり、「考え

コ. ス

方」における依拠性の判断枠組みのうちで最も

特徴的であるといえます。

上記枠組みに従って判断したところ、 A1利用

老が既存の著作物をA1学習に用いていなかった

場合には、依拠性はないと判断されます。 A1生

成物と既存の著作物との問に類似性が認められ

るとしても、 A1利用者が既存の著作物(その表

現内容)を認識Lておらず、かつ、既存の著作

物をA1学習に用いてもいなければ、これは偶然

の一致にすぎないものとして依拠性は認められ

ず、著作権侵害は成立しないというのが「考え

方」(33~34頁)の見解です。これは、従来の判

例における判断とも整合します。

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜日)

(4)小括

以上のとおり、行政庁はどのような場合にAI

生成物の利用が著作権侵害となるのかに関して、

類似性の認定には従来の判例に則った判断枠組

みを採用し、依拠性の認定では従来の判例に則

りっつも生成A1の特殊性を考慮した新たな判断

枠組みを採用しているといえます。

第4 私見

1 既存の著作物をA1学習に用いていたか否かを知

ることは現実に可能なのか

上記第3で検討したとおり、既存の著作物がAI

学習に用いられたかを知ることは重要です。では、

技術的な観点からは、 A1学習に用いられた既存の

著作物(学習データ)というのはどのような意味

を持つのでしょうか。

そもそも、学習済み生成A1には学習データがそ

のままデータベースのように蓄積ざれているので

はなく、当該学習データを用いて、最終的な出力

(生成)が生成A1開発者の希望する結果となるよ

うなパラメータが複数備えられているという状況

です。学習済み生成A1において当該パラメータが

佃々に何を意味するのか、パラメータ同士がどの

ような関係にあるのか知ることは困難です19。

もっとも、学習データにどういった著作物が含

まれてぃるかに関連する研究が進んでおり、実際

に、生成過程を見ることで生成に寄与したコンテ

ンッを推定する研究帥は存在してぃます。将来的

特許二



には当該学習済み生成A1の作成者であれば、学習

データにどういった著作物が含まれているか、及

びその著作物が生成A1が生成物を生成する際にど

の程度貢献したかを知ることが可能となることも

あり得ます。他方で、生成A1の作成者ではない

A1利用者等が、学習データにどういった著作物が

含まれているかを知ることは、たとえ生成A1を分

析したとしても現状の技術ではできません。

したがって、現状の依拠性の判断においては、

既存の著作物をA1学習に用いているか否かが重要

な分岐として設定はされているものの、当該事実

に関する立証においては、権利侵害を主張する既

存の著作物の著作権者(クリエーター)側も、被

疑侵害作品を生成したA1利用者側も自らの努力

で証拠を収集することは不可能であるといえます。

そのため、 A1事業者に対して、学習に用いた著作

物等を開示するよう求める必要があります。開示

にあたり、「ぎえ方」聞頁にもあるとおり、第114

条の3、民事訴訟法上の文書提出命令(伺法第223

条第1項)等の活用が想定され、 A1事業者がそう

した要請にどのように対応すべきかは「A1事業老

ガイドライン」にて取り上げられているところで

すが、本稿では紙面の関係で触れることができな

いため、また別の機会に検討するものとします。

も0とも、仮にA1学習に用いられた学習デー

タが明らかとなった場合であ0ても、上述のとお

り、学習済み生成A1は単.なるパラメータであり、

すべての学習データが生成A1が生成物を生成する

のに同程度の重要性を持つわけではないことから

すると、既存の著作物はA1学習に用いられたもの

の、生成物が生成されるにあた0てはほとんど貢

献しないという事態がある可能性も排除できませ

ん。そのような場合にも、客観的なアウセス可能

性があるからとい0て依拠性を推認することはで

きるのでしょうか。現段階では生成に寄与したコ

ンテンッを推定する技術は研究段階のため実務的

には問題となることはありませんが、将来、そう

した問題が現実化するかもしれません。

特許 コ、 ス

にと0て、生成A1の中身はブラックポックスです。

そのため、 A1利用者による生成A1を利用した生

成・利用行為が薯作権侵害と言われないためには、

そうしたりスクが予め馨減されるような技術的措

置が取られているサービスを使うのが望ましいで

す。

現状でどういった技術的措置がありうるかにつ

いて、①特定のプロンプト入力については、生成

をしないといった措置、②当該生成A1の学習に用

いられた著作物の類似物を生成しないといった措

置等21が想定されます。本稿の検討対象である依

拠性との関係では、①はN利用者が既存の著作物

を認識していると推認されるプロンプト(入力情

報)に対して生成を制限する措置を講じることで、

そもそも既存の著作物に依拠した生成が不可能と

なるといえ、有意な措置です。実際に①のような

プロンプトを制限する技術は存在します訟。汰に

②は、①が入力段階に関する措置であるのとは逆

に、出力結果である生成物が学習データに含まれ

る等の既存の薯作物に類似している場合には生成

しないという措置であり、こうした措置はそもそ

も既存の著作物と類似性のある生成が制限される

ものであることから著作権侵書のおそれを軽減す

るといえ、有意な措置です。ただし、②に関Lて

出力するコンテンッが既存のものと類似Lている

か判断する技術は存在するものの、実用性が低い

のが課題です。なぜなら、データ上の類似性は単

に外形全体の一致率で測ることが多いところ、著

作権法の類似性とは表現上の本質的な特徴を直接

感得することのできることであるため、両者の認

定が砺雜してしまうことがあるからです。 A1利用

者としては、こうした飛緋が解消されるよう、技

術の発展を待0ばかりの状況といえます。

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜日)(7)

2 A1利用者が著作権侵害をしないために講じられ

る技術的措置

上記1で検討したとおり、ほとんどのA1利用者

3 依拠性の推認と第30条の4の関係

上記第3のとおり、行政庁は依拠性について、

既存の著作物をA1学習に用いていた場合は通常依

拠牲が推認されるとしています。この点、確かに

A1学習に既存の著作物が含まれていれば客観的な

アクセス可能性は認、められ、上記脚注12で述べた

とおり、こうした生成Nを道具として利用する責

任は、 A1利用者が負うべきとも思われます。

二
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しかし、生成A1がほとんどのN利用者にとっ

てプラックボックスであることからすると、 A1利

用名が負う責任としては重過ぎるような気もしま

す。他方で、著作権者(クリエーター)保護の観

点からすると、著作権侵害と判断される範囲を不

当に狭めることは許されません。両者の均衡をど

のように考えるべきでしょうか。

ここで、本稿では対象としなかったA1と著作権

に関する問題として、生成A1の学習に既存の著作

物を用いてよいのかという第30条の4は、依拠性

の推認とどのような関係にあるのか検討Lてみま

す。

生成A1の学習に既存の著作物を利用することが

第30条の4の解釈により可能となり得るとされて

いることから、目本はA1天国部などと呼ばれ、諸

外国よりも生成A1の学習に既存の著作物を利用す

ることが容易な環境にあると言われています。こ

れは、著作権者(クリエーター)保護の観点から

は望ましい現状ではないと思われます。

このように学習段階における既存の著作物の利

用が広く認められ得る状況において、さらに、生

成・利用段階での生成物に対する著作権侵害の判

断において権利侵害が認められにくい(依拠性

が推認されにくい)判断基準を採用してしまうと、

より一層著作権者(クリエーター)の権利が害さ

れるりスケが出てくる0)ではないでしょうか。そ

うした事態を避けるべく、生成・利用段階での権

利侵害について、学習データに既存の著作物が含

まれれば依拠性は通常推認ざれるとして、権利侵

害が認定される範囲を明確に確保するという判断

基準は、極めて妥当なようにも思、えます。

現状の行政庁の見解は、あくまで著作権法に関

するこれまでの判例・裁判例及び学説状況に照ら

したもの別であり、著作権者(クリェーター)保

護を老慮要素としたという説明はありません。し

かし、著作権法の目的が、著作者等の権利を保護

するとともに、著作物の公正な利用を確保するこ

とで、文化の発展に貢献すること(第1条)であ

ることからすると、このような学習段階と生成・

利用段階での均衡を保つ判断枠組みが導かれたこ

とは白然なことのようにも思われます。

こうした検討を路まえると、学習段階では著作

特許 コ. ス

権者(クリエーター)の負担が大きく、生成・利

用段階ではA1利用者の負担が大きくなっているー

方で、それらと比較するとA1事業者闘の負担はそ

れほど大きくないように思えます。三者の均衡を

図るためには、 A1事業者は著作権者ψりエー

ター)及びA1利用者に配慮した措置を講じる必

要があるのではないでしょうか。具体的に講じる

ことが期待される措置は現状として「A1と著作

権チェックリスト」に記載のとおりですが、今後、

どういった措置が必要かという議論をより深く行

う必要があります。

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜 E )

第6 さいごに

生成A1の発展により、あらゆる利便性が向上して

います。知財との関係において、プラスに作用する

側面も多くあります。他方で、本稿で検討したよう

にA1生成物の利用が既存の著作物を侵害するのはど

のような場合かといった権利関係に関する運用が不

明確であることで、著作権者の権利保護が不十分と

なるりスク、著作物の公正な利用が害されるりスク、

A1利用の委縮のりスク等が発生してしまいます。

こうしたりスクを回避するために「考え方」等、

行政の見解が策定ざれていることを踏まえつつ、 AI

の利活用と薯作権法の目的の実現のために必要なこ

とは何か、より一層、議論が深まることが今後も期

待されます。

1
文化審議会著作椛分科会及びN時代の知的財産権検

討会は政府の諮問機関ですが、本稿では簡便性のため、

これらも含めて「行政庁」といいます。

htlps://WWW.bunkago.jp/seisaku/chosakⅡken/

祉andcopyrig址h血1(文化庁)

https://WWW.soumu.go.jp/main_conlent/000943079.

Pdf (総務省)

https://WWW.meti,宮0.jp/shingikai/mono_inlo_

Service/ai_shakaiJi勘/P"20240419_1.pdf (経済産業

省)

内閣府の知的財産戦略推進事務局が主導し、知的財

産戦略本部の下で運営されるA1時代の知的財産権検

討会が作成した「中問とりまとめ」は商標、不正艶争

防止法等の著作権に限らない知的財産全体とA1に関

2

3

4
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する考え方を示しています。

素案パブコメ結果NO.309、 336~341等に「A1事業

者ガイドライン」に関する言及があります。同ガイド

ラインは著作権に限らない、 A1事業者が指針とすべ

き事項全般に関する内容力靖e載されています。

最判昭和53年9月7日民集詑巻6号1145頁〔ワン・

レイニー・ナイト,イン・トーキョー事件〕等

最判平成13年6月羽日民集聞巻4号837頁〔江差追分

事件〕等

前掲〔ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー

事件〕、東京地判平成4年11且器日知的裁集劉巻3号

854頁〔士産物用のれん事件〕、東京地判平成11年3月

29日判時1689号138頁〔赤穂浪士事件〕等

用語の定義は先に述べたとおり「考え方」と「A1と

著作権Ⅱ」に従いますが、念のため付記すると、 rAI

利用者」とは、生成A1を用いるサービスを提供する事

業者ではなく、その事業者が提供する生成A1を用いる

サービスを利用するユーザーのことを指します。 AI

利用者は同サービスを利用して、生成物を得ることが

でき、得た生成物をSNSに投稿する等の利用を行い得

る立場を想定しています。

「考え方」 32~器頁、「A1と著作権Ⅱ」 31、 34頁

ここで挙げられている考慮要素とは別に、rA1生成

物と既存の著作物との類似性の高さ等の問接事実によ

り依拠性が推認される場合、被疑侵害者の側が依拠性

を否定する上では、当該生成A1の開発に用いられた

学習データに当該著作物が含まれていないこと等の事

情が、依拠性を否定する間接事実となるため、被疑侵

害者の側でこれを主張することが考えられる。」(「考

え方」聞頁)ことから、依拠性の消極的事情として生

成A1の開発に用いられた学習データに既存の著作物

が含まれていないことが挙げられます。

「考え方」には「本考え方においても、人が道具とし

てA1を使用するものであり、これに伴う行為の責任

はA1を道具として用いる人に帰属するということを

前提としている。」(4頁)とあり、これは、 A1利用者

が生成A1の学習データを含めた客観的な既存の著作

物へのアクセス可能性への責任を負うことの根拠とも

なる考え力と思われます。

パブコメN0317

パブコメN0319

パブコメN0320

5

6

特許

7
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JL
^ ス
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16 同上。「・・・異論はない。一方、この項目における伊」

示は、 A1利用者が生成A1の利用を蹄路しないように、

3.に記載の技術的な例示などを含めた具体的な記載

とすべきである■

「ご指摘の点については、既存の著作物に対するAI

生成物の依拠性について、著作権法に関するこれまで

の判例・裁判例及び学説状況に照らして考え方を示し

てぃるものです。」(「素案パブコメ結果」 N0317等)

「差止請求につぃては、故意及び過失の有無を問わず

可能とされている。」(「考え方」 35頁)。

参照「中問とりまとめ」 6頁

参照「中問とりまとめ」40~4頃

参照「考え方」舗頁。また、②は「考え方」脚注妬

において言及されている「依拠性がないという判断が

あり得る場合の技術的担保である学習に用いられた著

作物と創作的表現が共通した生成物が出力されないよ

う出力段階においてフィルタリングを行う措置」を含

むものと思われます。

「中問とりまとめ」聞頁

日本は生成A1天国か著作権「学び放題」に危機感

も,日本経済新聞,2023.4.13

hllP乳//WWW.nikkei.com/arude/DGXZQOCD072460

X伽C23A4Ⅸ肋山/(参照2025.3.13)

前掲脚注17

A1開発者は生成A1を学習させることで利益を享受L、

A1提供者ば学習済みの生成A1を利用できることで利

益を享受しているといえます。

令和 7年(2025年) 4月4日(金曜助( 9 )
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